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◇
本
庄
市
保
育
所
設
置
及
び
管
理

　

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正

　
す
る
条
例

　

本
庄
市
立
秋
平
保
育
所
の
民
設
民
営

化
及
び
本
庄
市
立
本
泉
保
育
所
の
廃
止

に
伴
い
、
所
要
の
改
正
を
行
う
も
の
で

す
。

◇
土
地
の
処
分
に
つ
い
て

　

旧
本
庄
上
里
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
跡

地
を
売
却
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
本
庄

市
議
会
の
議
決
に
付
す
べ
き
契
約
及
び

財
産
の
取
得
又
は
処
分
に
関
す
る
条
例

第
３
条
の
規
定
に
よ
り
、
議
会
の
議
決

を
求
め
る
も
の
で
す
。

◇
指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ
い
て

　

次
の
２
施
設
の
管
理
に
関
し
、
指
定

管
理
者
を
指
定
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、

地
方
自
治
法
第
２
４
４
条
の
２
第
６
項

の
規
定
に
よ
り
、
議
会
の
議
決
を
求
め

め
る
も
の
で
す
。

・
本
庄
市
観
光
農
業
セ
ン
タ
ー

　

（
指
定
管
理
者
）

　
　

特
定
非
営
利
活
動
法
人
ネ
ッ
ト
ワ

　
　

ー
ク
ひ
が
し
こ
だ
い
ら

　

（
指
定
す
る
期
間
）

　
　

平
成
２６
年
４
月
１
日
〜

　
　
　
　

平
成
２９
年
３
月
３１
日　

本
庄
市
保
育
所
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る

　
　
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

32
議
案
を
審
議

　
ど
な

・
本
庄
市
ふ
れ
あ
い
の
里
い
ず
み
亭

　

（
指
定
管
理
者
）

　
　

ふ
れ
あ
い
の
里
本
泉

　

（
指
定
す
る
期
間
）

　
　

平
成
２６
年
４
月
１
日
〜

　
　
　
　

平
成
３１
年
３
月
３１
日

◇
平
成
２５
年
度
一
般
会
計
補
正
予

　
算
（
第
４
号
）

　

防
犯
灯
設
置
等
助
成
事
業
、
放
課
後

児
童
対
策
事
業
、
子
ど
も
医
療
費
支
給

事
業
、
道
路
改
良
事
業
な
ど
の
予
算
と

し
て
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
億
９
８

７
万
８
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
そ

れ
ぞ
れ
２
７
５
億
１
２
２
０
万
７
千
円

と
す
る
補
正
予
算
で
す
。

　

１２
月
定
例
会
で
は
、
請
願
３
件
を
慎

重
審
査
し
ま
し
た
。
そ
の
結
果
は
次
の

と
お
り
で
す
。

〈 

採
択 

〉

▽
新
聞
へ
の
消
費
税
軽
減
税
率
適
用

　
を
求
め
る
意
見
書
の
提
出
に
つ
い

　
て

　平成２５年第４回定例会（１２月定例会）を、１１月２８日
(木)から１２月２０日(金)までの２３日間の会期で開催しまし
た。
　今定例会には、市長から、条例の制定・一部改正、平成２５
年度補正予算など２２議案が提出され、さらに、最終日には、
議員から１議案の提出がありました。
　慎重審議の結果、継続審査となっていた平成２４年度決算認
定関係の９議案を含む計３２議案を原案のとおり可決・承認・
認定しました。



議案番号等 件 名 付託委員会 議決の状況議決の内容

市　

長　

提　

出　

議　

案　

第73号追加議案 平成２４年度本庄市一般会計歳入歳出決算認定について 各 委 員 会 原 案 認 定 賛成多数
第74号追加議案 平成２４年度本庄市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 厚 生 文 教 原 案 認 定 賛成多数
第75号追加議案 平成２４年度本庄市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 建 設 産 業 原 案 認 定 全 会 一致
第76号追加議案 平成２４年度本庄市住宅資金貸付事業特別会計歳入歳出決算認定について 総 務 原 案 認 定 賛成多数
第77号追加議案 平成２４年度児玉都市計画事業児玉南土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定について 建 設 産 業 原 案 認 定 全 会 一致
第78号追加議案 平成２４年度本庄市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定について 建 設 産 業 原 案 認 定 全 会 一致
第79号追加議案 平成２４年度本庄市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 厚 生 文 教 原 案 認 定 賛成多数
第80号追加議案 平成２４年度本庄市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 厚 生 文 教 原 案 認 定 賛成多数
第81号追加議案 平成２４年度本庄市水道事業会計利益の処分及び決算認定について 建 設 産 業 原 案 可 決及び 認 定 賛成多数
第82号議案 本庄市条例の用字用語等の整理に関する条例 総 務 原 案 可 決 全 会 一致
第83号議案 本庄市保育所設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 厚 生 文 教 原 案 可 決 賛成多数
第84号議案 本庄市下水道条例の一部を改正する条例 建 設 産 業 原 案 可 決 賛成多数
第85号議案 本庄市農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例 建 設 産 業 原 案 可 決 賛成多数
第86号議案 本庄市水道事業給水条例の一部を改正する条例 建 設 産 業 原 案 可 決 賛成多数
第87号議案 工事請負契約の締結について 総 務 原 案 可 決 全 会 一致
第88号議案 工事請負契約の締結について 総 務 原 案 可 決 全 会 一致
第89号議案 工事請負契約の変更契約の締結について 総 務 原 案 可 決 全 会 一致
第90号議案 工事請負契約の変更契約の締結について 総 務 原 案 可 決 全 会 一致
第91号議案 工事請負契約の変更契約の締結について 総 務 原 案 可 決 全 会 一致
第92号議案 土地の処分について 総 務 原 案 可 決 全 会 一致
第93号議案 訴えの提起について 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第94号議案 指定管理者の指定について 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第95号議案 指定管理者の指定について 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第96号議案 専決処分の承認を求めることについて ― 原 案 承 認 全 会 一致
第97号議案 平成２５年度本庄市一般会計補正予算（第４号） 各 委 員 会 原 案 可 決 賛成多数
第98号議案 平成２５年度本庄市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第99号議案 平成２５年度本庄市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号） 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第100号議案 平成２５年度本庄市農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第101号議案 平成２５年度本庄市介護保険特別会計補正予算（第３号） 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第102号議案 平成２５年度本庄市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第103号議案 平成２５年度本庄市水道事業会計補正予算（第２号） 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致

議
案

提
出

議
員 議第13号議案 新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書 ― 原 案 可 決 全 会 一致
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提
出
者　

埼
玉
県
新
聞
販
売
組
合　

　
　
　
　
　

組
合
長　

市
川　

謙
示

　
　
　
　
　

他
７
人

▽
本
庄
市
議
会
本
会
議
場
に
国
旗
及

　
び
市
旗
の
掲
揚
を
求
め
る
請
願
書

　

提
出
者　

星
野　

友
位　

他
１
人

〈 

不
採
択 

〉

▽
米
国
に
よ
る
新
た
な
形
態
に
よ
る

　
核
実
験
に
抗
議
し
、
核
実
験
計
画

　
の
廃
棄
を
求
め
る
意
見
書
の
提
出

　
を
求
め
る
請
願
書

　

提
出
者　

原
水
爆
禁
止
本
庄
市
協
議

　
　
　
　
　

会　
　

北
村　

晴
夫

　

1２
月
定
例
会
で
は
、
議
員
か
ら
次
の

議
案
が
提
出
さ
れ
、
原
案
の
と
お
り
可

決
し
ま
し
た
。
な
お
、
可
決
し
た
意
見

書
は
、
関
係
行
政
庁
等
へ
提
出
し
ま
し

た
。

◇
新
聞
へ
の
消
費
税
軽
減
税
率
適
用

　
を
求
め
る
意
見
書

　

新
聞
を
ふ
く
む
文
字
文
化
は
、
米
・

水
な
ど
と
と
も
に
、
日
本
の
国
を
形
作

っ
て
き
た
基
礎
的
財
と
考
え
る
。

　

新
聞
は
国
内
外
の
多
様
な
情
報
を
、

そ
の
戸
別
配
達
網
に
よ
り
埼
玉
県
下
へ
、

全
国
へ
、
日
々
ほ
ぼ
同
じ
時
刻
に
届
け

る
こ
と
で
、
国
民
の
知
る
権
利
と
議
会

制
民
主
主
義
を
下
か
ら
支
え
、
あ
わ
せ

て
文
字
文
化
興
隆
の
中
軸
の
役
割
を
果

た
し
続
け
て
い
る
。

　

国
土
も
狭
く
資
源
も
少
な
い
わ
が
国

が
世
界
有
数
の
先
進
国
と
な
っ
た
の
は
、

伝
統
的
な
勤
勉
性
と
と
も
に
、
新
聞
の

普
及
と
識
字
率
の
高
さ
が
、
学
力
・
技

術
力
を
支
え
る
役
割
を
大
き
く
果
た
し

て
き
た
こ
と
は
広
く
認
め
ら
れ
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。

　

欧
米
の
例
を
見
て
も
、
大
半
の
先
進

国
が
新
聞
へ
の
軽
減
税
率
措
置
を
執
っ

て
い
る
。

　

近
年
、
活
字
離
れ
が
進
む
な
か
で
、

書
籍
と
と
も
に
新
聞
も
購
読
率
の
低
下

傾
向
に
あ
り
、
新
聞
を
ま
っ
た
く
知

ら
な
い
で
育
つ
子
ど
も
が
増
え
る
な
ど
、

次
の
世
代
の
知
的
水
準
へ
深
刻
な
影
響

を
及
ぼ
す
も
の
と
深
く
憂
慮
さ
れ
て
い

る
。
加
え
て
今
回
の
消
費
税
率
引
き
上

げ
に
よ
り
、
新
聞
離
れ
が
格
段
と
加
速

さ
れ
る
恐
れ
が
あ
る
と
危
惧
す
る
。

　

よ
っ
て
消
費
税
率
が
８
％
、
10
％
い

ず
れ
の
段
階
で
も
新
聞
へ
の
軽
減
税
率

を
導
入
さ
れ
る
こ
と
は
、
極
め
て
肝
要

な
施
策
と
考
え
る
。記

１　

消
費
税
率
引
き
上
げ
に
さ
い
し
、

　

新
聞
へ
の
軽
減
税
率
の
適
用
を
実
現

　

す
る
こ
と
。

　

以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定

に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

　

平
成
２5
年
1２
月
２0
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　

本
庄
市
議
会

平成25年第４回定例会 提出議案等とその結果


